























































































e が h の証拠であるのは，唯一，確率 Prob（h|e）
>Prob（h）の時である。
（2）仮説演繹法（Hypotheco-Deduction Theory）
e は h の証拠であるのは，唯一，h が演繹的に e を
含意する場合である。
（3）ブートストラップ（Bootstrap Account）
ある理論 t において e は h の（支持的）証拠である
のは，以下の場合である。
（a）e と t は h の実例を包含する。







e は h の潜在的証拠であるのは，h を所与とし，以
下の時のみである。
（a）確率 Prob（e と h の間に説明的関係が存在
|e&b）＞1/2
（b）e と h が真
（c）e が h を包含しない。
真（veridical）証拠は，条件 h が真であることを追




は e が真（veridical）証拠であると信じ，そして e が
仮説 h を信じる理由であるとするものである。
（5）誤謬統計（Error Statistics）
仮説 h は e の severe テストをパスするのは，以下
の場合のみである。










説 h に対する証拠 e は，その仮説が真である印，サ
イン，あるいは徴候であり，支持的証拠（Support）
と呼ぶことができる。他方，ある仮説 h の証拠 e












証的な主張 e がある適切な論証 A（あるいは A, A’, 
A”…）に対する仮説 h の証拠であるのは以下の場合
のみである。








（RCT : Randomized Controlled Trial）の議論に関係す
るからであり，Cartwright（2013）は安易な RCT に
批判的な論陣をはっている。
RCT を介して，φ試験集団において T が O を引き
起こすテストするために，すべてのメンバーがφにお
いて同じ因果構造 CS によって支配され，CS は確率
分布 P によって記述されている。確率分布 P が事象
空間｛O，T，K1，K2，...，Kn｝上で定義されている
とする。Ki は，T 以外の O の他のすべての原因であ
る。
以下の状況を考える。
・T 以外の Ki は固定している。
・因果構造が O を生成することが可能な因果経路の
ネットワークの有効性が確保されている。
（1）因果関係の確率論：T がφで O を引き起こす
場合，Prob（O |T ＆ Ki）> Prob（O | ￢ T ＆ Ki），
ある部分母集団 Ki, Prob（Ki）> 0。









































れる。もし，仮説 A において確率変数 X が x という
値をとる確率が Pa で仮説 B の確率が Pb とする時，








であれば，そのとき E は P に反する証拠（P の反証）
とされねばならない。
もし E が真であることを知ることによって命題 P
を受け入れる（信じる）ことが正当化され，かつ，こ
の情報を得てはじめて P の受け入れが正当化された
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学的証拠理論と対照的に実用化されている。今，y が x の関
数 f とし，x はある確率分布に従うとする。x と y は，それ
ぞれ U と V で値を取るとする。A は V の部分集合であり，




るという疑いがあるとする。政府は n 人の専門家（E1, …, 
En）に S の潜入海域を質問した時に，m 人の専門家（E1, 
…, Em）が潜入水域（L1, .., Lm）を特定し，残りの n-m 人
の専門家（Em+1, …, En）は潜入を否定（Lm+1 =, . . , 
=Ln=0）である。さて，今ある特定の水域（部分集合）A に
S が潜入しているとすると，（1）i 番目の専門家にとって
（Ei ⊂ A）であり，確信している。そして（2）Ei ∩ A=0で
あり，S が A にいる可能性がある。政府が平均により意見を
統合し平均を取るとする。n 人の内 k 人が（1）とすると，
平均的確信は k/n となり，平均的可能性は1/n となる。も
し，潜入を否定した専門家を除くと，k/m, 1/m にそれぞれ
なる。平均的確信と平均的可能性はそれぞれビリーフ確率と
プロージブル確率となり，実際には Ei にウエイトを付ける
ことも可能となる。一般的に，Bel（A）≦ P（A）≦ Pls（A）
となる。さらに潜入しているという意見を持つ専門家が，異
なるウエイトを持つ場合グループに別れている場合でも，デ
ンプスターの証拠結合ルールを利用すれば，複数のグループ
の総合意見の確率を求めることが可能となる。
　　DS 理論の欠点の例として，二人の医師がある患者の頭痛
の検査をした結果として，一方の医師によると二日酔いの確
率が99パーセント，脳腫瘍の確率が1パーセントと診断し，
他方の医師が脳挫傷の確率が99パーセント，脳腫瘍の確率が
1パーセントと診断した場合，デンプスターのルールで
132
Bel（脳腫瘍＝1）となる欠点があることが知られている。そ
れにもかかわらず，DS 理論はエキスパートシステムの分野
で応用・実用が進んでいる。先の例で S の可能性を否定し
た専門家を無視するということが，計算量の負担を軽減して
いることと関係していると推察できる。
iv　たとえば，殺人現場に残っている凶器に付着した被疑者の
指紋や被害者の血のついた被疑者の洋服など仮説を導く良い
理由である。このような証拠は支持的証拠と呼ぶことができ
る。
